第７　農業・農村振興対策の強化に関する要望

　我が国の農業・農村は、過疎化・高齢化・担い手不足による耕作放棄地の増加、農業生産の減少、国際化の一層の進展など厳しい状況にある。
　また、ＢＳＥや鳥インフルエンザの発生、食品の偽装表示など国民の「食」に対する信頼は大きく揺らいでいる。
このような現状を打開するには、食料・農業・農村基本法に基づき、新たに策定された「食料・農業・農村基本計画」を実効あるものとし、食の安全と安心を確保するとともに、食料の安定供給確保、農業の持続的発展、農村の振興など総合的な農業施策を展開することが極めて重要である。

　よって、下記事項の実現を図られるよう強く要望する。

記

１　食料・農業・農村施策の推進
⑴　新たに策定された「食料・農業・農村基本計画」の実現に向けて、総合的な施策を展開すること。

　　①　食料自給率の目標達成に向け、消費及び生産に関する施策を着実に実施すること。

　　②　平成１９年度から導入されることとなった品目横断的な経営安定策や資源保全管理に関する施策等を早急に具体化すること。

　⑵　健全な食生活の実現により、心身の健康と豊かな人間形成を図るため、新たに制定された「食育基本法」に基づき、国民の食育に関する施策を総合的・計画的に講じるとともに、地産地消の推進や地域農業の活性化に結びつく効果的な施策を実施すること。

２　食の安全と安心の確保

⑴　食の安全と安心を確保するため、食品安全行政を着実に推進すること。

特に、ＢＳＥや鳥インフルエンザ等感染症対策をはじめとする家畜防疫体制を強化すること。

　⑵　米国産牛肉の輸入再開に際しては、安全性の確保に万全を期すこと。

⑶　トレーサビリティ（生産流通履歴情報把握）システムの普及を推進すること。
また、食品表示の適正化を推進するとともに、監視体制の強化を図ること。

３　地域農業の体質強化
⑴　地域農業の実情に即した担い手を確保するため、認定農業者等に対する支援を資金、技術の両面から強化すること。
　　また、高付加価値農業への取り組みを支援するための経営構造対策を推進すること。

⑵　新規就農を促進するため、情報提供、技術習得、資金貸付等の各分野において包括的な支援策を講じること。

　　また、若い担い手を確保するため、農業者年金制度の充実を図ること。

⑶　農地の有効利用を促進するため、担い手への農地の利用集積を促進するとともに、耕作放棄地の発生防止・解消に向けた対策を強化すること。
⑷　地域農業の経営安定を図るため、農畜産物の価格安定対策を着実に実施すること。
　　また、農業災害補償制度の改善充実を図ること。
４　農業基盤の整備促進と農村の振興

　⑴　農地・農業用水等の地域資源を保全するための土地改良施設の維持管理対策を強化するとともに、農業の構造改革に資するための農業生産基盤の整備を促進すること。

⑵　農業生産基盤に係る災害を防止するための事業を推進すること。
⑶　農村の振興に資するため、農業生産基盤と生活環境基盤の総合的な整備を推進すること。
⑷　農村を活性化するため、グリーンツーリズムを積極的に推進し、農村と都市との共生・対流を図ること。

　⑸　引き続き実施されることとなった中山間地域等直接支払い制度に必要な予算を確保すること。

５　国際交渉への取組の強化
⑴　１２月の第６回ＷＴＯ閣僚会議に向け、日本提案の実現に向けた交渉を強力に展開すること。
　　また、ＥＰＡ（経済連携協定）、ＦＴＡ（自由貿易協定）交渉においても、我が国農業の実情に配慮した交渉を行うこと。

⑵　輸入農産物が増加の傾向にあることから、監視を強化し、セーフガード（緊急輸入制限措置）を迅速かつ円滑に発動するなど国内農業の経営安定に努めること。
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